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● 市民のみなさまへ 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

● 希望の街の実現と改革への挑戦に向けた取り組み  

『希望の街・下関 改革への挑戦』を基本姿勢とし、「未来へと躍進する街」「力

強く躍動する街」「安全・安心の街」「改革に挑む街」の４つの視点を柱に据え、強

い思いを持って、各種施策に取り組んでまいります。 

 
● 重点施策関係事業 
 
Ⅰ「未来へと躍進する街」 

   本市の未来を担う子どもたちの育成支援や教育の充実を図るとともに、本市へ

の移住・定住、起業等、可能性に満ち溢れ、挑戦する若者をしっかり支え、まち
づくりの根幹である「人づくり」に取り組みます。 

 
Ⅱ「力強く躍動する街」 
  地元中小企業をはじめ、農林水産業においても、就業機会や担い手の確保、働
く意欲の高揚を促す良質な労働環境の整備や人材育成等、生産性の向上を図ると
ともに、全国に向けた実効性の高い販売戦略や関係人口の創出・拡大を推進し、
産業力を高めます。 

 

Ⅲ「安全・安心の街」 
  誰もが豊かで幸せな生活を送ることができるよう、保健・医療・福祉の充実、

及び都市インフラや公共施設の強靭化等、防災・減災対策の強化を図り、市民の
皆様が安全で安心できる生活環境の整備に取り組みます。そして市民活動による
地域コミュニティづくりを強力に支援することで、人と人がお互いに助け合い、
支え合う、温もりのある優しいまちづくりを実現します。 

 
Ⅳ「改革に挑む街」 

   行政運営において、「ポストコロナ」により、益々主体的かつ適時適正な対応
ができる自立した自治体が求められており、徹底した事務改善や組織のスリム化、
スピーディーで機能的な行政ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の構築
を図るなど、これまで以上に行財政改革を断行し、高質で市民ニーズに適ったサ
ービスの提供に取り組みます。 

下関市長 前田 晋太郎 

 令和３年度当初予算は、令和２年度末に市長選挙が実施さ

れることを踏まえ、経常的な経費等を中心とする「骨格予算」

とし、選挙後の６月に改めて新規の政策的事業を追加する補

正予算、いわゆる「肉付け予算」を編成しました。 

この肉付け予算において、「未来へと躍進する街」「力強く

躍動する街」「安全・安心の街」「改革に挑む街」の４つの視

点を柱とした施策を掲げており、市民の皆様が夢を語り、希

望を叶えることができる『希望の街・下関』の実現に引き続

き全力で取り組んでまいります。 
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○ 令和３年度の予算規模（６月補正後）※4及び 5月補正予算は除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計予算   １,１３６億２,９５８万円 
 

一般会計とは、市の会計の中心となるもので、行政運営の基本的な経費を計上し

た会計です。 

特別会計予算    ７６１億３,４３６万円 
 

特別会計とは、港湾使用料や国民健康保険料などを財源として特定の事業を行う

場合など、一般会計の歳入歳出と区分して経理する必要がある会計です。 

 

港湾特別会計               ６５億９,２０７万円 

臨海土地造成事業特別会計          ３億６,６０９万円 

渡船特別会計                １億７,９３６万円 

市場特別会計                ７億３,３０９万円 

国民健康保険特別会計          ３１８億５,１２７万円 

土地取得特別会計              ３億５,３３２万円 

観光施設事業特別会計            １億６,７９２万円 

漁業集落環境整備事業特別会計          １,２３３万円 

介護保険特別会計（介護保険事業勘定）  ２９２億８,９７８万円 

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）      ９５９万円 

農業集落排水事業特別会計          ３億５,３１２万円 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計      ２,８１２万円 

後期高齢者医療特別会計          ５０億２,６０７万円 

市立市民病院債管理特別会計        １１億７,２２３万円 

 

公債管理特別会計            １７４億２,１５０万円 

※公債管理特別会計は、他の会計の公債費と重複するため、総計額には含んでいません。 

 

公営企業会計予算 １,４４９億２,５２７万円 
 

公営企業会計とは、企業会計方式によって独立採算により経営している会計で、

下関市では、水道事業、工業用水道事業、公共下水道事業、病院事業、ボートレー

ス事業の５つの会計があります。 
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○ 下関さん宅の家計簿 

令和３年度の一般会計予算を下関さん宅の家計に例えてみました。 

実際の予算額を下関市の人口（25 万 6,400 人：令和 3年 3月 31 日現在）で割り、 

一人当たりの収支として表しました。 

家庭の 1か月当たりの収支としてもイメージできます。 

 
 

 

収入の種類 Ｒ３年度 Ｒ２年度 割合  支出の種類 Ｒ３年度 Ｒ２年度 割合 

給料（基本給） 

（市税） 
12.7 万円 12.8 万円 28.6%  

食費・学費・生活用品費 

（人件費・物件費）など 
14.2万円 14.2 万円 32.0% 

給料（諸手当） 

（各種交付金・ 

地方交付税） 
12.1 万円 12.9 万円 27.3%  

医療費 

（扶助費） 
10.9万円 10.8 万円 24.5% 

パート収入 

（分担金・負担金・ 

使用料・手数料） 
1.6 万円 1.7 万円 3.6%  

ローン返済 

（公債費） 
5.4 万円 5.3 万円 12.2% 

親からの援助 

（国・県支出金） 
10.2 万円 9.7 万円 23.0%  

子どもへの仕送り 

（繰出金） 
6.0 万円 6.1 万円 13.5% 

ローンの借り入れ 

（市債） 
4.3 万円 2.9 万円 9.7%  

交際費など 

（補助費等） 
4.2 万円 4.0 万円 9.4% 

預金引き出し 

（繰入金） 
0.7 万円 1.7 万円 1.5%  

家の修繕・改築など 

（投資的経費） 
3.5 万円 3.3 万円 7.9% 

不動産収入・利子 

（財産収入・諸収入など） 
2.6 万円 2.4 万円 5.9%  

預金 

（積立金） 
0.2 万円 0.6 万円 0.5% 

前月の残り 

（繰越金） 
0.2 万円 0.2 万円 0.4%          

合  計 44.4 万円 44.3 万円 100%  合  計 44.4万円 44.3 万円 100% 

 

 

 

 

 

限られた収入をいかに効果的

に使っていくか知恵を絞り、

やりくりを工夫しています。 

※（ ）は、性質別に分類した際の名称 

給料（基本給）と給料（諸手当）が収入の大部

分を占めています。 

新型コロナウイルス感染症が流行し、生活スタ

イルや家計の状況が激変したことから、その対策

費用が増となったため、「親からの援助」が増加し

ています。 

 食費と医療費が支出の大部分を占めています。 

新型コロナウイルス感染症が流行し、生活スタ

イルや家計の状況が激変したことから、「医療費」

や「交際費」などが、また、家の老朽化対策・機

能向上のため、「家の修繕・改築」がそれぞれ増

加しています。 
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○　令和３年度　重点施策事業
Ⅰ 未来へと躍進する街

（１）未来を担う子どもの育成支援

No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

1 私立保育所等新卒保育士就労支援金 幼 児 保 育 課 231-1722

2 私立保育所等施設整備費補助金 幼 児 保 育 課 231-1183

3 子ども・子育て施設整備事業 幼 児 保 育 課 231-1183

4 子育て支援訪問強化事業 こ ど も 家 庭 支 援 課 231-1980

（２）未来を拓く教育の充実

No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

5 ＩＣＴ活用サポート業務 教 育 研 修 課 231-2310

6 教育支援教室拡充 学 校 教 育 課 231-1570

7 学校トイレ快適化事業 学 校 支 援 課 227-4617

8 公立大学法人管理運営業務（新学部設置） 総 務 課 231-2413

（３）未来に輝く都市への挑戦

No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

9 スマートシティ推進事業 企 画 課 231-1911

10 教育版新地域ポータルサイト構築事業 学 校 教 育 課 231-1570

（４）都市基盤の再編

No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

11 下関駅周辺横断歩道設置に伴う調査業務 産 業 振 興 課 231-1220

12 中心市街地北側斜面地調査業務 市 街 地 開 発 課 224-2015

13 入江町周辺地区土地区画整理事業検討業務 市 街 地 開 発 課 224-2015

（５）定住・自立支援強化と人口減少社会への挑戦

No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

14 デュアルライフプロジェクト事業 企 画 課 231-1911

15 ＬＩＮＥを活用した移住・定住情報発信 広 報 戦 略 課 231-2951

Ⅱ 力強く躍動する街

（６）地域経済活力アップ

No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

16 サテライトオフィス誘致事業 産業立地・就業支援課 231-1357

17 新港地区ふ頭用地整備事業 港 湾 局 施 設 課 231-4373

（７）賑わうまちづくり

No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

18 海峡エリアビジョン実証実験 エリアビジョン推進室 231-5838

19 アウトドアスポーツによる地域活性化事業 ス ポ ー ツ 振 興 課 231-2789

20 火の山地区観光施設再編整備事業（賑わい創出） 観 光 施 設 課 231-1838

21 火の山地区観光施設再編整備事業（山麓施設整備） 観 光 施 設 課 231-1838
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（８）自然を活かした農林水産業の振興

No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

22 農林水産事業者の新たな販路開拓支援事業 農 業 振 興 課 231-1226

23 水産物プロモーション事業 水 産 振 興 課 231-1240

24 有害鳥獣捕獲体制整備事業 農 業 振 興 課 231-1262

25 森林整備促進事業 農 林 水 産 整 備 課 231-1256

（９）豊かな自然、調和のとれたまちづくり

No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

26 菊川自然活用村環境整備推進事業 菊 川 総 合 支 所 287-1111

27 豊田湖畔公園野遊び空間整備事業 観 光 施 設 課 231-1838

28 豊浦地域[川棚温泉エリア]再生計画策定プロジェクト 豊 浦 総 合 支 所 772-4001

29 道の駅北浦街道豊北機能向上改修事業 観 光 施 設 課 231-1838

Ⅲ 安全・安心の街

（１０）弱者目線の保健・医療・福祉の充実

No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

30 新型コロナウイルス感染症医療提供体制強化事業 豊 田 中 央 病 院 766-1012

31 介護施設等整備促進事業 介 護 保 険 課 231-1162

（１１）安全・安心優先　生活環境の確保

No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

32 緊急自然災害防止対策事業（道路防災・河川改修） 道 路 河 川 建 設 課 231-4034

33 住宅浸水対策助成金 住 宅 政 策 課 231-1941

34 基幹的設備改良事業 環 境 施 設 課 252-1943

（１２）市民活動による地域コミュニティの構築

No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

35 新総合体育館整備事業 公 園 緑 地 課 231-1944

Ⅳ 改革に挑む街

（１３）行財政改革の断行で持続可能な街の実現

No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

情 報 政 策 課 231-1452

職 員 課 231-1140

37 テレワーク推進事業 職 員 課 231-1140

市 民 税 課 231-1210

市 民 サ ー ビ ス 課 235-9226

※朱書きは新規事業

36
内部情報システム電子決裁導入業務及び
人事情報総合システム電子決裁拡張業務

38 コンビニ等（税証明・戸籍証明書）発行業務

-5-



Ⅰ　未来へと躍進する街 （１）未来を担う子どもの育成支援

1 R3 500万円 2 R3 2億1,177万円

新規 R2 － 新規 R2 －

〇主な経費

私立保育所等新卒保育士就労支援金 500万円 2億1,177万円

500万円 1億1,575万円

2,543万円

7,059万円

R3 4,500万円 4 R3 100万円

R2 － 新規 R2 －

〇主な経費 〇主な経費

空調設備・トイレ等改修工事 4,030万円　 育児用品 100万円

給食室設計・園舎アスベスト調査 470万円　

〇財源内訳

国の負担額 829万円　

市の負担額 3,671万円　

3,300万円） 〇財源内訳

国の負担額

市の負担額

県の負担額

民生費　児童福祉費　児童措置費 民生費　児童福祉費　児童措置費

幼児保育課　TEL　231-1722 幼児保育課　TEL　231-1183

市の負担額

私立保育所等新卒保育
士就労支援金

私立保育所等施設整備
費補助金

（うち借入金

幼児保育課　TEL　231-1183

市の負担額

民生費　児童福祉費　児童福祉施設費 民生費　児童福祉費　児童措置費

子ども・子育て施設整
備事業

子育て支援訪問強化事業3

〇財源内訳 〇財源内訳

国の負担額

50万円

　保育士・幼稚園教諭資格の新規取得者を確保し、待
機児童解消を図るため、令和３年度から令和５年度ま
での３年間、大学・短大等の養成機関を卒業し、市内
の私立の認可保育所・認定こども園・幼稚園に常勤保
育士・幼稚園教諭として新たに就職する者に対して就
労支援金を交付します。

　待機児童解消のため、保育の受け皿拡大を図る必要
があることから、社会福祉法人が設置する認定こども
園の施設整備に対し、国・県補助を活用して施設整備
の一部を補助します。

　こどもの養育等に不安を抱えており、支援等が必要
な状態であるにも関わらず、行政機関や地域の支援に
繋がっていない家庭など、継続的な関りが必要な家庭
に対し、家庭訪問等を通じて育児支援のための様々な
用品を配布することにより養育等に関する困りごとや
悩み事を引き出し、保護者が支援を受け入れやすくし
ます。

こども家庭支援課　TEL　231-1980

　園児数の小規模化が進む市立豊浦幼稚園と施設の老
朽化が著しい市立長府第一保育園を統合し、令和５年
度から市立幼保連携型認定こども園に移行するため、
市立豊浦幼稚園の改修工事を行います。

〇主な経費

私立保育所等施設整備費補助金

50万円
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Ⅰ　未来へと躍進する街 （２）未来を拓く教育の充実

5 R3 990万円 R3 900万円

新規 R2 － R2 －

○主な経費 ○主な経費

委託料 990万円 教育支援教室「あきね」運営 900万円　

○財源内訳 ○財源内訳

国の負担額 市の負担額

7 R3 3,000万円 8 R3 310万円

新規 R2 － 新規 R2 －

〇主な経費

アスベスト調査、スラブ構造検討委託 257万円 262万円

工事請負費 2,725万円 48万円

18万円

〇財源内訳 （イメージ図） ○財源内訳

市の負担額　

教育費　教育総務費　事務局費 教育費　教育総務費　事務局費

教育研修課　TEL 231-2310 学校教育課　TEL　231-1570

ＩＣＴ活用サポート業務 教育支援教室拡充6

990万円

  ＧＩＧＡスクール構想によりタブレット端末等が学
校現場へ導入されたことに伴い、ＩＣＴ機器の操作ト
ラブル等による授業への影響を防止するため、ヘルプ
デスクの設置や技術員派遣等によるサポート体制を構
築します。

　増加傾向にある不登校児童生徒の教育の機会を確保
するため、現在市内で１箇所のみである教育支援教室
「かんせい」（関西小学校内）に加え、新たに、教育
支援教室「あきね」（旧勝山老人憩の家）を開設し、
教育支援教室を拡充します。

900万円

310万円

　学校トイレの老朽化による５Ｋ（暗い、汚い、臭
い、怖い、壊れている）により、トイレを我慢するこ
とによる体調不良などが問題となっていることから、
トイレの大規模改修を行い、児童・生徒の教育環境を
改善します。

　下関市立大学の新学部設置を推進するために、新学部の候
補として検討の対象となっている「データサイエンス学部
（仮称）」と「看護学部（仮称）」について、設置の方針を
決定するに当たり、有識者会議を設置し、検討を行うととも
に、需要調査、収支シミュレーション等を実施するために必
要な金額を交付します。

その他

国の負担額　 618万円

市の負担額 2,382万円

（うち借入金　 2,130万円）

○主な経費

運営費交付金

有識者会議等経費

教育費　小学校費／中学校費　学校建設費 教育費　大学費　大学費

学校支援課　TEL 227-4617 総務部総務課　TEL　231-2413

学校トイレ快適化事業
公立大学法人管理運営業務
（新学部設置）
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Ⅰ　未来へと躍進する街 （３）未来に輝く都市への挑戦

9 R3 5,500万円 10 R3 　600万円

新規 R2 3,000万円 新規 R2 －

○主な経費 ○主な経費

地域ポータルサイト構築業務委託 600万円　

870万円

○財源内訳

○財源内訳 国の負担額  600万円

国の負担額　5,500万円

Ⅰ　未来へと躍進する街 （４）都市基盤の再編

11 R3 1,200万円 R3 2,240万円

新規 R2 － R2 700万円

○主な経費 ○主な経費

委託料 1,200万円 土地利用計画作成

官民連携事業導入可能性調査

○財源内訳 2,240万円

市の負担額 ○財源内訳

国の負担額

市の負担額

　令和2年度に策定した「スマートシティ基本設計」
に基づき、デジタル技術を活用して、本市が抱える
様々な課題解決を図り、市民生活の機能を向上させる
など魅力的なまちづくりを進めます。

　公共交通の結節点である下関駅前の利便性を活か
し、都市施設や商店街などを結ぶ歩行者動線を見直す
ことで、回遊性向上による駅前のにぎわい創出や活性
化を図るため、下関駅周辺の交差点への横断歩道設置
を検討するにあたり、交通量調査、交通混雑予測及び
配置計画案の作成等を実施します。

下関駅周辺横断歩道設
置に伴う調査業務

スマートシティ推進事業
教育版新地域ポータル
サイト構築事業

　令和２年度に策定した「スマートシティ基本設計」
に基づき、学校教育の分野からスマートシティのまち
づくりに取り組み、家庭と学校、児童・生徒等が各々
のニーズにかなったデジタルコミュニケーションがで
きる、利便性の高い新ポータルサイトを構築します。

スマートシティ推進協議会経費

データ連携基盤及び地域ポータルサイ
トの構築

4,630万円

総務費　総務管理費　企画費 教育費　教育総務費　事務局費

企画課　TEL　231-1911 学校教育課　TEL　231-1570

中心市街地北側斜面地
調査業務12

　中心市街地北側斜面地の日和山公園周辺地区は、住
みよい環境に整えることが必要な地区であるため、地
区住民と協力して作成した「まちづくりの基本構想」
を実現するために必要な土地利用計画の作成及び事業
手法等の検討を行います。

1,200万円

商工費　商工費　商工業振興費 土木費　都市計画費　市街地整備費

産業振興課　TEL 231-1220 市街地開発課　TEL　224-2015

1,670万円

570万円

まちづくり構想図 ワークショップ開催状況
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Ⅰ　未来へと躍進する街 （４）都市基盤の再編

13 R3 1,140万円

新規 R2 －

1,140万円

○財源内訳

国の負担額

市の負担額

Ⅰ　未来へと躍進する街 （５）定住・自立支援強化と人口減少社会への挑戦

14 R3 2,185万円 15 R3 229万円

新規 R2 － 新規 R2 －

○主な経費 ○主な経費

1,000万円 運用保守

600万円 ページ作成等

585万円

○財源内訳

○財源内訳 国の負担額

国の負担額　  800万円 市の負担額

市の負担額　1,385万円

土木費　都市計画費　市街地整備費

市街地開発課　TEL　224-2015

入江町周辺地区土地区画
整理事業検討業務

　入江町周辺地区は、狭くて車が通りにくい道路が多い
ことなどから建替えが進まず、住みよい環境に整えるこ
とが必要であり、また、地区内の計画された道路（三百
目本町線）が未整備となっているため、公共施設の整備
改善と住みよい環境に整えることを目指し、土地区画整
理事業の検討に必要なまちづくり基本調査を実施しま
す。

○主な経費

まちづくり基本調査

380万円

760万円

総務費　総務管理費　企画費 総務費　総務管理費　文書広報費

企画課　TEL　231-1911 広報戦略課　TEL　231-2951

デュアルライフプロ
ジェクト事業

ＬＩＮＥを活用した移
住・定住情報発信

　都市と地方の二拠点にまたがる生活、仕事と余暇、
本業と副業など、新しいライフスタイルや各種分野に
おけるデジタル化が進む中、地方回帰の機運の高まり
を好機と捉えて、時勢に即した移住相談の受入体制の
構築やデジタル人材の確保・育成に取り組みます。

　ポストコロナの時代に対応した移住相談受付体制を
整備するため、主要SNSのうち最大の利用者を有する
下関市LINE公式アカウントの機能を拡張し、チャット
ボット等による移住情報の提供を行います。またLINE
のメインメニューからリンクする特設ページにより、
移住促進をPRします。

31万円

90万円

139万円

198万円大学提案型人材育成モデル実証実験

移住総合窓口設置・プロジェクトPR

地域おこし協力隊（デジタル人材発掘・支援）

都市計画道路

三百目本町線の現状

（W=4.0～5.0ｍ）
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Ⅱ　力強く躍動する街 （６）地域経済活力アップ

16 R3 400万円 R3 8億1,000万円

新規 R2 － R2 5億9,000万円

○主な経費 ○主な経費

委託料 400万円 ふ頭用地整備 5億　600万円

駐車場整備 2億1,600万円

○財源内訳 照明設備整備 5,100万円

国の負担額　　　　　 　450万円 その他 3,700万円

市の負担額

○財源内訳

国の負担額

県の負担額

市の負担額

 (うち借入金　6億9,560万円)　　

　サテライトオフィス誘致に向けた現状分析調査を行
い、本市の優位性や物件情報等を整理したサテライト
オフィス誘致に特化したパンフレットを作成し、首都
圏や関西圏をはじめとする都市部のＩＣＴ企業をター
ゲットにＰＲを行います。

　新港地区（長州出島）の荷役の効率化の確保と、ク
ルーズ旅客の利便性の確保の両立を図るため、官民連
携による国際クルーズ拠点港の形成に向けて、ふ頭用
地の整備を行います。
　また、駐車場や照明設備等の受入環境を整備しク
ルーズ旅客の移動の円滑化と安全性を図ります。

　

9,750万円

800万円

7億450万円

200万円

200万円

サテライトオフィス
誘致事業

新港地区ふ頭用地整備
事業17

商工費　商工費　商工業振興費 港湾会計　港湾費　建設費　改修事業費／新港地区ふ頭用地整備事業費

産業立地・就業支援課　TEL　231-1357 港湾局施設課　TEL　231-4373

事業箇所

新港地区ふ頭用地整備
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Ⅱ　力強く躍動する街 （７）賑わうまちづくり

18 R3 600万円 19 R3 1,549万円

新規 R2 － 新規 R2 －

○主な経費

イベント業務等 600万円 349万円

1,200万円

○財源内訳

国の負担額　　600万円

国の負担額

市の負担額

R3 1,000万円 21 R3 1,100万円

R2 1,000万円 新規 R2 －

〇主な経費 〇主な経費

イベント業務等 1,000万円 測量業務等 1,100万円

〇財源内訳 〇財源内訳

国の負担額　　1,000万円 国の負担額　　1,100万円

〇主な経費

３市協議会負担金

業務委託料

〇財源内訳

火の山地区観光施設再編整
備事業（賑わい創出）

火の山地区観光施設再編整
備事業（山麓施設整備）20

商工費　観光費　観光施設費 商工費　観光費　観光施設費

観光施設課　TEL 231-1838 観光施設課　TEL 231-1838

　コロナ禍における観光需要の変化に対応していくこ
とが求められる中、本市が取組んでいる火の山地区観
光施設の再編整備において、火の山での賑わいを創出
するイベントを展開し、「新しい旅行スタイル」の定
着に資する火の山の観光資源の活用を図ります。

　火の山公園のうち、公園施設として十分な活用がな
されていない「山麓公園ゾーン」において、アスレ
チック施設やキャンプベースを整備し、魅力的な施設
として再生させるための必要な調査を行います。

775万円

　あるかぽーと地区において、アフターコロナ下にお
けるにぎわい創出の実証実験として、ふれあい動物
園、オモシロ自転車、キックボード、釣り体験等体験
型イベントを開催します。

　本市、長門市、美祢市の３市がそれぞれ持つ地域資
源を活用し、サイクリング、シーカヤック、トレッキ
ングといった人力による移動手段で地域の人々との交
流を図る「ジャパンエコトラック協会」の認定ルート
の取得を目指します。また、アウトドアスポーツの認
知度向上を図るブランディング事業やサイクル環境の
整備を行います。

774万円

総務費　総務管理費　企画費 教育費　保健体育費　体育振興費

エリアビジョン推進室　TEL　231－5838 スポーツ振興課　TEL 231-2789

海峡エリアビジョン実
証実験

アウトドアスポーツに
よる地域活性化事業
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Ⅱ　力強く躍動する街 （８）自然を活かした農林水産業の振興

22 R3 2,800万円 23 R3 440万円

新規 R2 － 新規 R2 －

○主な経費

2,300万円 440万円

500万円

○財源内訳 ○財源内訳

国の負担額 国の負担額

市の負担額

R3 300万円 25 R3 100万円

R2 － 新規 R2 －

○主な経費

有害鳥獣捕獲体制整備事業費補助金 300万円 100万円

○財源内訳

市の負担額 市の負担額

農林水産業費　農業費　農業振興費 農林水産業費　水産業費　水産業振興費

農業振興課　TEL　231-1226 水産振興課　TEL　231-1240

農林水産事業者の新た
な販路開拓支援事業

水産物プロモーション事業

〇財源内訳

ふぐ・いか

　市内産農林水産物の需要拡大や新たな販路開拓につ
なげるため、生産者を応援するサイトの構築やICTを
活用した販路開拓等応援セミナーの開催、量販店にお
ける特設コーナーの設置などの対策により、農林水産
物の新たな販路開拓を支援します。

　需要や価格が低迷している下関産水産物の消費拡大
につなげるため、本市の水産物５大ブランドを中心
に、新たな生活様式に対応したデジタル動画やデジタ
ルパンフレットを整備し、水産関係団体や事業者等と
連携した効果的なＰＲと消費喚起イベントを実施しま
す。

220万円

220万円

○主な経費

委託料

有害鳥獣捕獲体制整備事業 森林整備促進事業

300万円 100万円

　銃猟に不可欠な猟犬の位置を、GPS機能を活用して
確認する「ドッグマーカー」の普及を促進し、銃によ
る有害鳥獣の捕獲体制を強化します。

　林業経営体等の新規林業従事者の雇用促進を図るた
め、就業者の確保・育成に必要となる労働安全に資す
る装備や資格取得等に要する経費の一部を支援しま
す。

農林水産業費　林業費　林業振興費

24

2,800万円

農林水産業費　林業費　林業振興費

農業振興課　TEL　231-1262 農林水産整備課　TEL　231-1256

ドッグマーカー 作業状況

委託料

販路開拓支援事業費補助金

○主な経費

森林整備促進事業費補助金

-12-



Ⅱ　力強く躍動する街 （９）豊かな自然、調和のとれたまちづくり

R3 2,200万円 27 R3 1,480万円

R2 － 新規 R2 －

○主な経費

1,666万円 材料の加工費 1,480万円

（間伐材の製材、薬剤注入 等）

490万円

44万円 ○財源内訳

国の負担額　　1,480万円

○財源内訳

国の負担額

R3 696万円 R3 7,300万円

R2 50万円 R2 －

○主な経費

46万円 合併浄化槽新設工事 7,000万円

650万円 交流広場風雨対策工事 300万円

○財源内訳

市の負担額 市の負担額　　7,300万円　　

総務費　総務管理費　総合支所費 商工費　観光費　観光施設費

菊川総合支所　TEL 287-1111 観光施設課　TEL　231-1838

菊川自然活用村環境整
備推進事業

豊田湖畔公園野遊び空
間整備事業26

　新たな生活様式の変化によるアウトドアツーリズム
等の高まりに対応するため、利用者からの要望が多い
遊具を豊田地域内の間伐材を使用した野遊びの空間の
整備を行います。
【令和3年度 ～ 令和4年度】（継続費）
　事業費　2,800万円

屋外トイレ新設

（手洗１、小１、大２、多目的１）

　３密を回避する新たなアウトドアの楽しみ方である
ローカルキャンプやハイキング等が注目される中、菊
川自然活用村利用者の利便性及び満足度の向上を目的
として、屋外トイレ新設等の環境整備を行います。

○主な経費

豊浦総合支所  TEL　772-4001

　道の駅北浦街道豊北の来場者数が建設当初の計画を
上回り、合併浄化槽が過負荷状態で臭気が発生してい
るため、合併浄化槽の再整備を行います。また、交流
広場上部から吹き込む風雨対策を行います。
【令和3年度 ～ 令和4年度】（継続費）
　事業費　1億2,300万円

豊浦地域［川棚温泉エリア］
再生計画策定プロジェクト

道の駅北浦街道豊北機
能向上改修事業

　令和２年度から、豊浦地域［川棚温泉エリア］を拠点に活
動する市民を委員とする会議を開催しており、今年度も引き
続き、地域再生計画の作成に向けた取り組みを行います。ま
た、議論・検討してきた、地域再生に必要な課題や事業手法
などを踏まえた上で、１０年先を見据えた本地域・本エリア
の目指すべき方向性、実現可能な将来像などを示す地域再生
ビジョンを策定します。

水中ポンプ等改修

薬剤注入器改修

観光施設課　TEL　231-1838

2,200万円

28 29

総務費　総務管理費　総合支所費 商工費　観光費　観光施設費

○主な経費

696万円

報償費・需用費等

地域再生ビジョン策定委託

○財源内訳

既設合併浄化槽

新設合併浄化槽設置場所

交流広場

野遊び空間の整備 間伐材の利用
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Ⅲ　安全・安心の街 （１０）弱者目線の保健・医療・福祉の充実

30 R3 4,400万円 R3 1,078万円

新規 R2 － R2 20,469万円

○主な経費 ◯主な経費

全身用ＣＴ撮影装置一式 4,400万円 施設整備補助金（350万円×2施設分） 700万円

　県補助金「新型コロナウイルス感染症医療提供 ・介護施設等における看取り環境整備推進事業

　体制強化事業費補助金を活用 開設準備経費等補助金（1施設分） 378万円

　※入院協力医療機関を対象とし全額補助 ・介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う

　介護ロボット・ICTの導入助成事業

○財源内訳 ◯財源内訳

県の負担額 県の負担額

Ⅲ　安全・安心の街 （１１）安全・安心優先　生活環境の確保

R3 3億1,370万円 33 R3 300万円

R2 2億4,430万円 新規 R2 －

　

○主な経費

落石対策、河川護岸改修等 3億540万円 300万円

その他 830万円

〇財源内訳

市の負担額　　300万円

○財源内訳

市の負担額 3億1,370万円

（うち借入金　3億1,370万円）

　道路に接した法面からの落石、冠水の恐れのある道
路や、老朽化した河川の護岸について、危険度が高い
と判断されるものから対策を行い、災害の発生予防・
拡大防止を図ります。

　安心・安全な居住環境の実現のため、過去に浸水被
害が発生した区域や浸水被害のおそれがある区域（浸
水想定区域）において、かさ上げ工事や止水板の設置
工事など、住宅の浸水被害を防止するための浸水対策
費用を助成します。

〇主な経費

住宅浸水対策助成金

土木費　道路橋りょう費　道路新設改良費 / 河川費　河川新設改良費 土木費　都市計画費　住環境整備費

道路河川建設課　TEL 231-4034 住宅政策課　TEL 231-1941

緊急自然災害防止対策事業
（道路防災・河川改修） 住宅浸水対策助成金32

4,400万円 1,078万円

　新型コロナウイルス感染症患者及び疑い患者の肺炎
所見の有無などを画像診断により行い、患者の適切な
診断が出来るよう、より高性能なＣＴ装置に更新整備
します。

　高齢者が介護を必要とする状態になっても、可能な
限り住み慣れた地域において、その能力に応じて自立
した日常生活を営むことができるように、地域の実情
に応じた施設整備を促進し、介護サービスの充実を図
るもので、山口県地域医療介護総合確保基金を活用し
て整備事業を実施するものです。

病院事業会計　資本的支出　建設改良費　器械及び備品費 民生費　社会福祉費　社会福祉総務費

新型コロナウイルス感染
症医療提供体制強化事業

介護施設等整備促進事業31

豊田中央病院　TEL　766-1012 介護保険課　TEL　231-1162

勝山小野１号線 施工状況
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Ⅲ　安全・安心の街 （１１）安全・安心優先　生活環境の確保

R3 6億4,650万円

R2 1,650万円

〇主な経費

リサイクルプラザ基幹的設備改良工事 6億3,900万円

奥山工場180t炉発注仕様書作成業務 450万円

その他 300万円

〇財源内訳

国の負担額　 2億1,550万円

市の負担額　 4億3,100万円

（うち借入金　3億8,520万円）

Ⅲ　安全・安心の街 （１２）市民活動による地域コミュニティの構築

R3 2億5,300万円

R2 2,800万円

〇主な経費

公有財産購入費 2億3,270万円

委託料 2,000万円

30万円

〇財源内訳

国の負担額　 1億2,475万円

市の負担額　 1億2,825万円

（うち借入金　1億1,260万円）

衛生費　清掃費　じん芥処理費

環境施設課　TEL　252-1943

基幹的設備改良事業34

新総合体育館整備事業35

土木費　都市計画費　公園費

　一般廃棄物処理施設は、老朽化が顕著となり施設全
体の性能水準が急速に低下する時期となっていること
から、リサイクルプラザ、奥山工場180t炉の延命化を
図るため長寿命化総合計画に基づき基幹的設備改良事
業に取り組みます。

公園緑地課　TEL　231-1944

その他

　大規模な大会やイベント等も開催できる総合体育館
の整備を行い、スポーツ活動の推進及び環境の整備・
充実を図ります。
　令和3年度は、事業契約を行い、令和6年度完成に向
けて設計業務に着手します。
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Ⅳ　改革に挑む街 （１３）行財政改革の断行で持続可能な街の実現

36 R3 5,500万円 37 R3 3,100万円

新規 R2 － 新規 R2 －

○主な経費 ○主な経費

システム改修経費 1,300万円 モバイル端末等購入費 2,927万円

システム構築費 3,317万円 通信費 173万円

備品購入費 883万円

○財源内訳

国の負担額 5,500万円

38 R3 3,794万円

新規 R2 －

○主な経費

システム改修委託 3,620万円

保守委託・機器リース料 174万円

○財源内訳

国の負担額　 

市の負担額

コンビニ等（税証明・
戸籍証明書）発行業務

情報政策課　TEL　231-1452 / 職員課　TEL　231-1140 職員課　TEL　231-1140

3,620万円

市民税課　TEL　231-1210 / 市民サービス課　TEL　235-9226

　内部情報システムにおける財務会計及び文書管理に
ついて、電子決裁の機能を導入するとともに、現在、
書面で行っている通勤手当・住居手当・児童手当・扶
養手当の申請・認定をシステム上で実施するためシス
テムを改修し、電子決裁機能を拡張することで業務の
効率化を図ります。

　国の自治体DX推進計画に基づき、職員の働き方改革
の推進や業務効率化による行政サービスの向上、感染
症拡大の未然防止や行政機能維持のため、テレワーク
環境を整備します。

総務費　総務管理費　一般管理費 / 事務改善費 総務費　総務管理費　一般管理費

内部情報システム電子決裁導入
業務及び人事情報総合システム
電子決裁拡張業務

テレワーク推進事業

○財源内訳

国の負担額 2,963万円

市の負担額 137万円

174万円

総務費　徴税費　賦課徴収費総務費 / 戸籍住民基本台帳費　戸籍住民基本台帳費

　マイナンバーカード利用によるコンビニエンススト
ア等での住民票及び印鑑登録証明書に加え、税証明
（所得課税証明）、戸籍及び戸籍の附票を発行できる
ようシステムの改修を行います。
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○　令和３年度　主要な事業

総合政策部
No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

1 新たな人通り創出モデル事業 エ リ ア ビ ジ ョ ン 推 進 室 231-5838
2 テレビ広報番組への手話の挿入 広 報 戦 略 課 231-2951
3 高度無線環境整備推進事業 情 報 政 策 課 231-1452

市民部
No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

4 住民自治によるまちづくり推進業務 ま ち づ く り 政 策 課 231-1261

福祉部
No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

5 生活困窮者自立支援業務 福 祉 政 策 課 231-1418
6 成年後見制度利用促進事業 長 寿 支 援 課 231-1345
7 介護人材確保支援事業 介 護 保 険 課 231-1162

こども未来部
No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

8 新ショート・トワイライトステイ事業 子 育 て 政 策 課 231-1353
9 親子ふれあい広場運営業務 子 育 て 政 策 課 231-1353
10 放課後児童クラブ整備事業 子 育 て 政 策 課 231-1431
11 乳幼児医療費助成業務（拡充） こ ど も 家 庭 支 援 課 231-1928

保健部
No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

12 新型コロナウイルス感染症対策（保健所業務） 保 健 医 療 政 策 課 231-1426
13 不妊治療費助成事業 健 康 推 進 課 231-1447

環境部
No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

14 阿川駅周辺環境整備事業 環境施設課/豊北総合支所 252-1943

産業振興部
No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

15 創業トータルサポート業務 産 業 振 興 課 231-1220
16 ふるさと起業家支援補助金 産 業 振 興 課 231-1265
17 立地企業成長モデル事業 産 業 振 興 課 232-7214
18 フードイベント開催事業費負担金 産 業 振 興 課 231-1220
19 エキマチ広場周辺にぎわい創出イベント企画運営業務 産業振興課/文化振興課 231-1220
20 下関地域商社／海外販路開拓支援事業 産 業 振 興 課 232-7214
21 サテライトオフィス等環境整備事業促進補助金 産業立地・就業支援課 231-1357
22 しものせき未来創造jobフェア等開催事業 産業立地・就業支援課 231-1310
23 就業機会創出事業 産業立地・就業支援課 231-1310

農林水産振興部
No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

24 移動式捕獲柵設置事業 農 業 振 興 課 231-1262
25 くじらの街下関推進事業 水 産 振 興 課 250-9250
26 森林経営管理制度業務 農 林 水 産 整 備 課 231-1256
27 林業担い手研修業務 農 林 水 産 整 備 課 231-1256
28 川棚漁港施設機能強化事業 農 林 水 産 整 備 課 227-4728

観光スポーツ文化部
No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

29 下関オンラインツアーtoリアルツアー事業 観 光 政 策 課 227-3477
30 体験型観光コンテンツ育成事業 観 光 政 策 課 227-3305
31 体育施設改修事業 ス ポ ー ツ 振 興 課 231-2789
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建設部
No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

32 日本セレモニーウォーク（下関駅前人工地盤）改修事業 道 路 河 川 建 設 課 231-4034
33 街路整備事業 道 路 河 川 建 設 課 231-4034
34 しもまちアプリを活用した道路維持管理システム構築事業 道 路 河 川 管 理 課 231-1370
35 緊急浚渫推進事業 道 路 河 川 管 理 課 231-1370
36 白雲台団地公営住宅等整備事業 住 宅 政 策 課 231-1224
37 長府前八幡（1）団地　団地再生基本計画策定業務 住 宅 政 策 課 231-1224

都市整備部
No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

38 下関北九州道路に係る調査費負担金 都 市 計 画 課 231-1932
39 まちなか再生宅地開発補助金 都 市 計 画 課 231-1932
40 安岡地区複合施設整備事業 市 街 地 開 発 課 224-2025
41 乃木浜総合公園整備事業 公 園 緑 地 課 231-1934

港湾局
No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

42 下関港ウォーターフロント開発推進事業 港 湾 局 経 営 課 231-1390
43 本港地区港湾施設再編事業 港 湾 局 経 営 課 231-1390
44 六連丸係留施設整備事業 港 湾 局 経 営 課 231-1390
45 航路誘致集貨対策業務（集貨・コンテナ） 港 湾 局 振 興 課 231-1277

総合支所
No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

46 総合支所費（菊川総合支所） 菊 川 総 合 支 所 287-1111
47 総合支所費（豊田総合支所） 豊 田 総 合 支 所 766-1050
48 総合支所費（豊浦総合支所） 豊 浦 総 合 支 所 772-0611
49 総合支所費（豊北総合支所） 豊 北 総 合 支 所 782-0061

消防局
No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

50 消防施設整備業務 消 防 局 警 防 課 233-9112
51 消防団員加入促進ＰＲ事業 消 防 局 警 防 課 233-9112

教育委員会
No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

52 名陵中学校区新しい学校づくり 教 育 政 策 課 231-1560
53 小・中学校メンテナンス推進事業（長寿命化） 学 校 支 援 課 227-4617
54 学校施設長寿命化事業（予防保全） 学 校 支 援 課 227-4617
55 学校給食施設再編整備 学 校 保 健 給 食 課 249-6361
56 豊田生涯学習センター耐震補強・外壁改修事業 生 涯 学 習 課 231-2054
57 長府東公民館講堂空調設備改修工事 生 涯 学 習 課 231-2054

上下水道局
No. 事　業　名 所管課名 ダイヤルイン番号

58 長府浄水場更新事業 上 下 水 道 局 浄 水 課 245-2174
59 水道施設の耐震化事業 上下水道局上水工務課 231-3119

上下水道局下水道整備課 231-1725
上下水道局北部事務所 772-4028
上下水道局下水道施設課 250-1040
上下水道局北部事務所 772-4028

※朱書きは新規事業

60 下水道施設の未普及対策事業

61 下水道施設の改築・耐震化事業
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総合政策部

R3 1,950万円 R3 1,189万円

R2 1,400万円 R2 942万円

○主な経費

リノベーションまちづくり等を活用した 711万円

新たな人通り創出モデル事業支援業務 1,500万円 203万円

リノベーションまちづくり拠点活動支援事業 450万円 275万円

○財源内訳 ○財源内訳

国の負担額　　1,200万円 市の負担額

市の負担額　　　750万円

市民部

R3 1億2,400万円 R3 5,472万円

R2 1億円 R2 6,558万円

○主な経費 ○主な経費

高度無線環境整備推進事業補助金 1億2,400万円 まちづくり交付金　　　　　　　　　　　 5,100万円

しもまちアプリ運用保守業務委託等 　　270万円

○財源内訳 税理士相談等業務委託　　　　　　　　　　 102万円

市の負担額 1億2,400万円

（うち借入金 1億1,280万円　）

○財源内訳

市の負担額

　5,472万円

総務費　総務管理費　企画費 　総務費　総務管理費　文書広報費

エリアビジョン推進室　TEL　231－5838 広報戦略課　TEL　231-2951

新たな人通り創出モデ
ル事業

テレビ広報番組への手
話の挿入1 2

　魅力ある賑わいスポット(点)を構築するとともに、
それらを線や面へとつなぎ、回遊性を高め、新たな人
通り(動線)を創出し、観光客等が「歩いて楽しめる」
エリアとする下関オリジナルの手法、「下関モデル」
を開発します。また、賑わいスポット構築に取り組む
民間事業者を支援することで事業の加速化を図りま
す。

　令和3年4月に施行した下関市手話言語条例に定める
市の責務や市の基本的施策等を推進する具体的な取組
みのひとつとして、市政広報テレビ番組「しものせき
21」の全放送回に手話を挿入し、ろう者にもわかりや
すく市政情報を発信します。

手話通訳挿入

○主な経費

番組制作費（20番組）

電波使用料

1,189万円

総務費　総務管理費　企画費 総務費　総務管理費　企画費

情報政策課　TEL　231-1452 まちづくり政策課　TEL 231-1261

高度無線環境整備
推進事業

住民自治によるまちづく
り推進業務3 4

　光ファイバーケーブルによるインターネット環境が
整備されていない過疎・辺地等の条件不利地域に対し
て、電気通信事業者が民設民営方式で高速・大容量無
線局の前提となる光ファイバーなどの施設・設備の整
備を行う場合、その事業者に対して国及び市が事業費
を補助します。

　市民や自治会、市民活動団体など多様な主体が参加
し、自主的・主体的に運営・活動を行う「まちづくり
協議会」を支援することによって、地域の課題解決や
活性化を促進し、魅力ある「元気な下関」の実現を目
指します。
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福祉部

R3 　5,399万円 R3 834万円

R2 　5,227万円 R2 70万円

○　主な経費 ○主な経費

委託料 5,168万円 派遣職員給与費負担金 525万円

住居確保給付金等 231万円 人件費 224万円

○財源内訳

○　財源内訳 国の負担額

国の負担額 3,763万円

市の負担額 1,636万円

7 R3 500万円

新規 R2 －

◯主な経費

①転入旅費助成   1世帯当たり上限額 20万円

②引越費用助成   1世帯当たり上限額 30万円

※上限額と実費を比べて低い額を助成額とする。

※①及び②は併給可能

◯財源内訳

国の負担額

　労働力人口の減少と高齢化の進行により、不足して
いる介護人材の確保に向け、市外からの就職促進のた
め、介護保険サービス事業所に就職する介護職の転入
旅費、引越費用を助成します。

500万円

介護保険課　TEL　231-1162

介護保険会計介護保険事業勘定 保健福祉事業費　保健福祉事業費　保健福祉事業費

市の負担額　　291万円

生活困窮者自立支援業
務

成年後見制度利用促進
事業

介護人材確保支援事業

5 6

　生活困窮者の自立の促進を図るため、生活困窮者を
対象に、相談等の支援を行います。
（実施事業）
　　自立相談支援、住居確保給付金の支給、
　　就労準備支援、一時生活支援、家計改善支援、
　　子どもの学習支援、ひきこもり支援

　国が策定した成年後見制度利用促進基本計画に基づ
き、必要となる人が適正に制度を利用できるよう利用
促進に向けた体制整備を行います。
　成年後見制度利用促進協議会の意見を踏まえ令和3
年度中に体制の要となる「中核機関」を設置するとと
もに、本市における「成年後見制度利用促進計画」を
策定します。

民生費　社会福祉費　社会福祉総務費 民生費　社会福祉費　社会福祉総務費

福祉政策課　TEL　231-1418 長寿支援課　TEL　231-1345

543万円
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こども未来部

R3 2,750万円 R3 1,578万円

R2 1,500万円 R2 1,557万円

2,750万円 1,578万円

〇財源内訳 〇財源内訳

国の負担額 国の負担額

諸収入 県の負担額

市の負担額 市の負担額

R3 8,390万円 R3 4億6,156万円

R2 6,800万円 R2 4億5,441万円

○主な経費

8,120万円 乳幼児医療費助成業務 4億6,156万円

270万円 （うち拡充対象額） （6,200万円）

〇財源内訳

国の負担額

県の負担額 ○財源内訳

市の負担額 県の負担額 1億3,456万円

（うち借入金 ） 諸収入 　 1,500万円

市の負担額 3億1,200万円

王喜児童クラブ空調設備設置

〇主な経費

名池児童クラブ新築

3,490万円

1,930万円

1,930万円

4,530万円

民生費　児童福祉費　児童福祉施設費 民生費　児童福祉費　児童措置費

842万円

842万円

1,066万円

526万円

526万円

526万円

民生費　児童福祉費　児童福祉総務費

子育て政策課　TEL　231－1353 子育て政策課　TEL　231－1353

〇主な経費

親子ふれあい広場運営業務新ショート・トワイライトステイ事業

子育て政策課　TEL　231－1431 こども家庭支援課　TEL　231－1928

　多数の入会児童数が見込まれる放課後児童クラブに
ついて、定員超過や待機者の解消等を図るため、専用
教室の建設及び余裕教室の改修等を行います。

子育て世代の負担を軽減するため、小学校入学前ま
での児童を対象に医療費の助成を行います。なお、令
和2年8月より所得制限を撤廃し、すべての乳幼児の医
療費が無料となりました。

新ショート・トワイラ
イトステイ事業

親子ふれあい広場運営
業務

放課後児童クラブ整備
事業

乳幼児医療費助成業務
（拡充）

8 9

10 11

　子育てしやすい街づくりを目指し、子育てのストレ
ス軽減や、女性の社会進出に貢献するために、理由を
問わず日中、夜間に子どもを預かる事業を実施しま
す。

　市役所東棟１階子育て支援フロアに親子ふれあい広
場を設置しています。
  子育て中の保護者が気軽に相談し、また子育てに関
する勉強会等に参加できる場所として運営します。
　来庁者が市の窓口等で手続き等を行っている間のお
子さんの見守りも実施します。

〇主な経費

民生費　児童福祉費　児童措置費
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保健部

12 R3 3,081万円 R3 1億523万円

新規 R2 － R2 5,056万円

○主な経費 〇主な経費

入院医療費 1,295万円 一般不妊治療費扶助費 540万円

ＰＣＲ検査等費用 1,190万円 特定不妊治療費扶助費 9,910万円

その他 596万円 その他 73万円

〇財源の内訳

○財源内訳 国の負担額

国の負担額 県の負担額

市の負担額 市の負担額

環境部

14 R3 1,950万円

新規 R2 －

○主な経費

公衆便所の建替え及び駐輪場整備 1,900万円

その他 50万円

○財源内訳

市の負担額

(うち借入金 )

1,950万円

 1,150万円

【公衆便所及び駐輪場 イメージ】

　ＪＲ阿川駅の待合室の建替えや民間事業者による観
光施設整備が進むなか、同エリア内にある老朽化した
公衆便所を周辺施設の景観及び環境等に配慮した合併
浄化槽を備えた多目的トイレに建替え、併せて駐輪場
を一体的に整備します。

衛生費　清掃費　し尿処理費

環境施設課 TEL 252-1943／豊北総合支所 TEL 782-0061

阿川駅周辺環境整備事業

新型コロナウイルス感染
症対策（保健所業務）

不妊治療費助成事業
13

1,477万円 5,260万円

7万円

5,256万円

　保健所の即応体制を整え、適切な医療を提供できる
体制を確保し、入院患者の医療費を公費負担します。
また、迅速な疫学調査により感染拡大防止に努め、Ｐ
ＣＲ検査等の費用を負担します。さらに、感染症患者
が発生した医療機関や高齢者福祉施設等に感染対策支
援活動を行う感染対策チーム「ＳＩＣＴ」を派遣し、
感染対策の支援を行います。

　子を欲しながら子に恵まれない夫婦等に対して、不
妊治療に要する経費の一部を助成いたします。また、
不妊や不育症で悩んでいる夫婦等への専門医による相
談会を実施します。

衛生費　保健衛生費　予防費 衛生費　保健衛生費　保健衛生総務費

保健医療政策課　TEL 231-1426 健康推進課　TEL　231-1447

1,604万円
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産業振興部

15 R3 1,270万円 R3 2,000万円

新規 R2 2,323万円 R2 2,000万円

○主な経費 ○主な経費

委託料 1,270万円 手数料 20万円

委託料 400万円

○財源内訳 補助金 1,580万円

市の負担額 　

○財源内容

寄附金

17 R3 700万円 R3 800万円

新規 R2 － R2 840万円

○主な経費

500万円 イベント開催負担金 800万円

200万円

○　財源内訳 県の負担額

国の負担額 諸収入

市の負担額 市の負担額

16

18

商工費　商工費　商工業振興費 商工費　商工費　商工業振興費

産業振興課　TEL　231-1220 産業振興課　TEL　231-1265

創業トータルサポート業務
ふるさと起業家支援補
助金

100万円

400万円

産業振興課　TEL 231-1220

販路拡大支援（委託料）

商品開発支援（委託料）

　本市産の旬の食材やご当地グルメを取り揃えた「し
ものせき海響グルメフェス（Ｓ級グルメ）」の開催に
あたり、開催に係る事業費の一部を負担します。この
イベントにより、市内外の方に「下関の食（材）」を
堪能していただき、「食のまち下関」のＰＲ、交流人
口の拡大及び地域経済の活性化につなげます。

○財源内訳

300万円

商工費　商工費　商工業振興費

　創業支援カフェKARASTA.（カラスタ）に空き店舗の
マッチングステーションGRESTA.（グリスタ）の機能
を統合し、創業支援プログラムによる潜在的な創業希
望者の発掘をはじめ、「創業から開店まで」の一貫し
た支援を行うワンストップ窓口を整備するなど、創業
増加による雇用の創出などを図ります。

　地域資源の活用又は地域課題の解決に資する事業を
本市で立ち上げる起業家に対し、一般の方から寄附金
を募るクラウドファンディング型のふるさと納税を財
源として補助金を交付し、支援を行います。

2,000万円

1,270万円

立地企業成長モデル事業
フードイベント
開催事業費負担金

　優れた技術、商品を有し、販路拡大を目指す市内中
小企業を対象に、伴走型の販路拡大支援及び商品開発
支援を行うことで、事業拡大や売上増等の成長を加速
し、本市経済をリードする中核企業への育成を図りま
す。

○　主な経費

産業振興課　TEL　232-7214

商工費　商工費　商工業振興費

350万円

350万円

クラウドファンディング事

業者のサイトから申込み
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産業振興部

R3 780万円 R3 1,314万円

R2 780万円 R2 1,580万円

○主な経費 ○　主な経費

委託料 780万円 委託料 1,120万円

114万円

○財源内訳 80万円

市の負担額

○　財源内訳

国の負担額

市の負担額

21 R3 500万円 R3 2,000万円

新規 R2 － R2 2,160万円

○主な経費 ○主な経費

補助金 500万円 委託料 2,000万円

○財源内訳

国の負担額　　　　　 　450万円

市の負担額

○財源内訳

国の負担額

市の負担額

産業立地・就業支援課　TEL　231-1310

　新規立地企業のニーズに叶うオフィス環境等を整備
する改修費用の一部を支援することで、若者をはじめ
とした求職者に人気の高い事務系のサテライトオフィ
ス等の誘致促進を図ります。

　中高生等を対象として、地元企業の活動を分かりや
すく紹介する職業体験イベントを開催します。また、
本イベントの出展企業による大学生等のインターン
シップ事業や、小学生等を対象としたSTEMプログラム
を行い、働くことの意義や進学後の「下関市での就
職」への意識の醸成を図ります。

780万円

EUテストマーケティング

669万円

商工費　商工費　商工業振興費 労働費　労働諸費　雇用対策費

産業立地・就業支援課　TEL　231-1357

サテライトオフィス等環
境整備事業促進補助金

しものせき未来創造
jobフェア等開催事業

1,000万円

1,000万円

250万円

250万円

19 20

22

　下関駅前のエキマチ広場周辺におけるにぎわい創出に資す
るイベントの開催を通じて、エキマチ広場周辺の魅力向上を
図り、多くの人が集まる場としていきます。
　文化や芸術部門に関するイベントはもとより、親子で参加
できるイベントも行うことにより、新たな客層の創出・誘引
を図り、継続的なにぎわいの創出につなげます。

　海外事業展開を志向する市内中小企業に対し、擬似
的な貿易商社「下関地域商社」を構成する市と連携し
た「産・官・学・金」の各主体がノウハウを持ち寄
り、情報収集から貿易実施に至るまでの支援を行うこ
とにより、スムーズかつ効果的な海外への販路拡大を
図ります。

645万円

旅費

報償費

商工費　商工費　商工業振興費　　/　　総務費　総務管理費　芸術文化振興費 商工費　商工費　貿易振興費

産業振興課　TEL　231-1220 　　/　　文化振興課　TEL　231-4691 産業振興課　TEL　232-7214

ｴｷﾏﾁ広場周辺にぎわい創
出ｲﾍﾞﾝﾄ企画運営業務

下関地域商社
／海外販路開拓支援事業
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産業振興部

R3 840万円

R2 840万円

○主な経費

委託料 840万円

○財源内訳

国の負担額

市の負担額

農林水産振興部

R3 300万円 R3 1,770万円

R2 － R2 2,150万円

○主な経費

有害鳥獣捕獲事業費補助金 130万円 570万円

鳥獣被害防止総合対策事業費補助金 170万円 1,050万円

150万円

○財源内訳 ○財源内訳

市の負担額 市の負担額

420万円

移動式捕獲柵設置事業 くじらの街下関推進事業

　女性やシニア等の多様な人材に向け「求職者と企業
のニーズ」に応じたテーマ別マッチングを実施するこ
とで、就業機会を創出し、雇用の促進と不足している
労働力を確保します。本年度は、コロナ禍における就
活のオンライン化への適応力を高めるセミナー等にも
取り組みます。

24 25

移動式捕獲柵

委託料

捕鯨母船「日新丸」

300万円 1,770万円

下関市母港化促進補助金

下関市鯨肉消費拡大推進協議会補助金

○主な経費

産業立地・就業支援課　TEL　231-1310

就業機会創出事業23

労働費　労働諸費　雇用対策費

　これまでの大型捕獲柵による有害鳥獣の捕獲に加
え、農林作物被害等の状況に応じて機動的な捕獲を行
うため、移設が容易な「移動式捕獲柵」を新たに導入
し、シカ・サルの捕獲体制を強化します。

　鯨食文化の継承、鯨食の普及、鯨肉の消費拡大を図る
ため、くじら給食を１０万食提供するとともに、「下関
市鯨肉消費拡大推進協議会」が取り組む「くじらの日」
関連イベントの開催等を支援します。
　また、新たな捕鯨母船の本市での建造（母港化）に向
けた取組として、捕鯨船団の下関港での係留や乗組員等
の本市への定住に対する支援を行います。

農林水産業費　林業費　林業振興費 農林水産業費　水産業費　水産業振興費

農業振興課　TEL　231-1262 水産振興課　TEL　250-9250

420万円
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農林水産振興部

R3 2,200万円 27 R3 100万円

R2 1,200万円 新規 R2 －

○主な経費

森林経営管理制度意向調査業務 1,200万円 100万円

森林経営管理集積計画作成業務 1,000万円

〇財源内訳

市の負担額 市の負担額

R3 3,500万円

R2 3,500万円

〇主な経費

川棚漁港機能強化事業実施設計業務 3,500万円

〇財源内訳

国の負担額 1,750万円

市の負担額 1,750万円

（うち借入金 1,570万円）

川棚漁港

森林整備（間伐）

農林水産整備課　TEL　227-4728

　冬季風浪等の影響により、船舶の入出港や係留に支
障をきたすとともに、漁港施設の水没や漁港区域内の
土砂堆積などにより、漁港機能の低下が進んでいる川
棚漁港について、漁港施設の機能診断結果に基づく漁
港機能の強化を図るため、整備工事に必要となる実施
設計を行います。

農林水産業費　林業費　林業振興費 農林水産業費　林業費　林業振興費

農林水産整備課　TEL　231-1256 農林水産整備課　TEL　231-1256

農林水産業費　水産業費　漁港管理費

　森林経営管理法に基づき、手入れが行き届いていな
い私有林（人工林）の適正な管理を推進する新たな森
林経営管理システムを構築するため、森林所有者への
森林経営管理の意向調査を行い、その調査結果に基づ
いて森林経営管理集積計画を作成し、森林整備の促進
を図ります。

　市内で林業への就業を検討されている方などを対象
に、森林整備に必要とされる技術の習得に向けた林業
技術研修を計画的に実施し、研修後に就業に向けた個
別相談等を行い新規林業就業者の確保を図ります。

○主な経費

林業担い手研修業務

2,200万円

森林経営管理制度業務 林業担い手研修業務

川棚漁港施設機能強化事業

26

28

100万円

〇財源内訳

研修状況

-26-



観光スポーツ文化部

29 R3 300万円 30 R3 100万円

新規 R2 － 新規 R2 －

○主な経費

300万円 委託料 100万円

○財源内訳 ○財源内訳

国の負担額　 150万円 国の負担額 50万円

市の負担額　 150万円 市の負担額 50万円

R3 4,800万円

R2 －

○主な経費

工事請負費 4,800万円

〇財源内訳

雑入

市の負担額

（うち借入金 ）1,260万円

2,800万円

2,000万円

　市内の老朽化が進む体育施設の改修を行い、利用し
やすい環境を作ると共に、安全性の向上を図ります。

　※豊北総合運動公園テニスコート照明灯改修
　　長府武道館屋根改修
　　豊田テニスコート人工芝張替

教育費　保健体育費　体育施設費

スポーツ振興課　TEL 231-2789

体育施設改修事業

下関オンラインツアー
toリアルツアー事業

体験型観光コンテンツ
育成事業

商工費　観光費　観光振興費 商工費　観光費　観光振興費

観光政策課 TEL 227-3477 観光政策課 TEL 227-3305

○主な経費

31

　ポストコロナにおける社会の変革を見据え、観光産
業の再出発のため、需要の喚起と新たな種蒔きとし
て、「オンラインツアー」を実施することにより、本
市への興味・関心を高め、温かみのある交流を創出
し、個人旅行・団体旅行客のリアルツアー増加を目指
します。

　体験型観光コンテンツとして新規で起業を考えてい
る方や、デュアルライフの観点から副業として収入増
を期待し、導入を考えている方など、希望する事業者
を募集し、本事業の目的となる「稼げる観光事業」の
ノウハウを学んでもらい、市内観光の一つの柱として
育成し、観光客及び消費額の増加を図ります。

オンラインツアー用映像制作費

１ 事業概要 

  過去から部分補修を繰り返しているため、経年劣化により張替え部分に隙間ができ、人工芝が剥がれ

るなど利用に支障をきたすとともに、利用者から危険性を指摘されている。 

  部分的な張替修繕では危険性を完全に除去できないため、令和元年度中に２面あるうちの１面（Ａコ

ート）の人工芝の全面張替修繕を実施。残り１面（Ｂコート）の人工芝の全面張替を実施するもの。 

 

２ 施設の概要 

  所 在 地   下関市豊田町大字矢田２０８番地３ 

  設  置   昭和６２年４月 

  施設概要   テニスコート２面、照明設備、倉庫 

 

３ 利用実績 

             利用者数            使用料 

平成２８年度    ６，０１８人           ４１１，７００円 

平成２９年度    ６，７４１人           ４４０，６００円 

平成３０年度    ６，２２８人        ４６７，０５０円 

令和 元年度    ６，１２８人        ４１２，０２０円 

令和 ２年度    ２，３５９人（4月～9月） １２６，８４５円（4月～9月） 

 

４ 現況写真 
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建設部

R3 6,292万円 R3 4億3,800万円

R2 1億1,300万円 R2 5億4,085万円

○主な経費 ○主な経費

日本セレモニーウォーク 武久幡生本町線　工事委託費等 4億2,000万円

（下関駅前人工地盤）昇降機改修 6,016万円 その他 1,800万円

その他 276万円 ○財源内訳

○財源内訳 国の負担額

国の負担額 市の負担額

市の負担額 （うち借入金　2億3,220万円）

（うち借入金　2,930万円）

34 R3 400万円 35 R3 2億7,940万円

新規 R2 － 新規 R2 －

400万円 2億7,200万円

740万円

○財源内訳

国の負担額

○財源内訳

市の負担額

（うち借入金
        　2億7,940万円）

2億7,940万円

システム構築業務

　　400万円

河川浚渫工事

その他

主な経費

道路河川管理課　TEL 231-1370 道路河川管理課　TEL 231-1370

土木費　道路橋りょう費　道路維持費 土木費　河川費　河川維持費

主な経費

　令和２年度から令和６年度までの時限的な財源とし
て創設された「緊急浚渫推進事業債」を活用し、集中
的に浚渫事業に取り組み、通水機能を確保します。

　しもまちアプリの追加機能として、スマートフォン
やタブレットを利用した道路維持管理システムを構築
します。このシステムにより、道路の不具合を手軽に
いつでも正確に通報することができ、より早く保全対
応を行うことができます。

しもまちアプリを活用した道路
維持管理システム構築事業 緊急浚渫推進事業

32 33

　市道の老朽化が進む中で、道路構造物の適正かつ迅
速な維持管理を行います。
　道路ストックの点検結果に基づいて、日本セレモ
ニーウォーク（下関駅前人工地盤）の昇降機改修を実
施し、利用者の安全確保を図ります。

　幹線道路ネットワークの形成を目的として、 都市
計画道路の整備を行うことにより、交通渋滞の解消、
公共施設へのアクセス性向上を図ります。

3,258万円

3,034万円

土木費　道路橋りょう費　道路維持費 土木費　都市計画費　街路事業費

道路河川建設課　TEL 231-4034 道路河川建設課　TEL 231-4034

日本セレモニーウォーク（下関
駅前人工地盤）改修事業 街路整備事業

1億8,000万円

2億5,800万円

武久幡生本町線 施工状況
日本セレモニーウォーク

（下関駅前人工地盤）

しもまちアプリで通報・受信

市役所・業者が情報共有

方針の決定⇒業者指示

補修工事の実施

損傷データの蓄積

補修記録の蓄積

⇒修繕計画への反映

道路の不具合発見

河川堆積状況
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建設部

R3 8億5,824万円 37 R3 1,200万円

R2 1億8,000万円 新規 R2 －

8億5,259万円

510万円 1,200万円

その他 55万円

（うち借入金4億2,670万円）

◯主な経費

長府前八幡（1）団地

団地再生基本計画策定業務委託

◯財源内訳

国の負担額　　　540万円

◯財源の内訳

国の負担額　4億2,884万円

市の負担額　4億2,940万円 市の負担額　　　660万円

　老朽化が進行し、安全性やバリアフリー性に問題を
抱えた白雲台団地において、PFI手法による建替事業
（1期）の着実な推進を図るとともに、建替事業（2
期）の実施に向けた取り組みを進めます。

　山陽エリア（長府地区）の集約拠点に位置付けてい
る長府前八幡（1）団地の更新と近隣団地（長府八幡
団地、長府八幡改良団地、長府松原団地及び長府松原
東団地）の集約を図るための団地再生基本計画を策定
し、効果的かつ効率的な建替事業の推進を図ります。

◯主な経費

白雲台団地建替事業（1期）委託料

PFIアドバイザリー業務委託

土木費　住宅費　住宅建設費 土木費　住宅費　住宅建設費

住宅政策課　TEL　231-1224 住宅政策課　TEL　231-1224

白雲台団地公営住宅等
整備事業

長府前八幡（1）団地
団地再生基本計画策定業務36
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都市整備部

38 R3 2,200万円 R3 200万円

新規 R2 － R2 600万円

〇主要な経費

下関北九州道路に係る調査費負担金 2,200万円 200万円

〇財源内訳 〇財源内訳

市の負担額 市の負担額

R3 4,480万円 R3 7,350万円

R2 1,700万円 R2 1億7,850万円

〇主な経費 〇主な経費

・PFIアドバイザリー業務 工事請負費 7,000万円

・境界確定測量業務 4,480万円 その他 350万円

〇財源内訳

国の負担額 675万円

市の負担額 3,805万円

〇財源内訳

国の負担額　 3,500万円

市の負担額　 3,850万円

（うち借入金　　3,460万円）

まちなか再生宅地開発補助金

下関北九州道路に係る調査
費負担金 39

まちなか再生宅地開発
補助金

土木費　都市計画費　都市計画総務費 土木費　都市計画費　都市計画総務費

都市計画課　TEL　231-1932 都市計画課　TEL　231-1932

　下関北九州道路の早期実現のため、国と山口県、福
岡県、北九州市、本市が一体となり、都市計画の決定
や環境アセスメントの手続きを進める必要がありま
す。
　このことから手続きを進めるための調査に要する費
用の一部を山口県に負担します。

　道路が狭く古い住宅が密集する地域において、民間
の宅地開発を促し住み良い環境をつくることで、公共
交通が利用しやすい地域に住む方を増やし、まちなか
再生を進めます。
　宅地開発を行う民間事業者に対し、開発費の一部を
助成します。

〇主要な経費

200万円

　スポーツ・レクリエーション需要に対応した様々な
公園施設を有する総合公園を目指すとともに、現在山
陽地区で不足している運動施設の早期充実を図りま
す。
　令和３年度は、第３多目的グラウンドに着手し、早
期完成を目指し主園路等の整備を行います。

40 安岡地区複合施設整備事業 41 乃木浜総合公園整備事業

総務費　総務管理費　複合施設整備事業費 土木費　都市計画費　公園費

都市計画決定及び環境アセス
メントの手続きを進めるため
の調査

2,200万円

道路の帰属や老朽建築物の除
却等を行う開発の補助

市街地開発課　TEL　224-2025 公園緑地課　TEL　231-1934

　安岡公民館・安岡支所は、老朽化が著しいことや避難
所としての安全性の確保が課題となっていることから、
園芸センター敷地にコミュニティ施設、支所、図書館及
び園芸センターが一体となった複合施設を整備するとと
もに、施設周辺に民間のアイデアを活かして住みよい環
境を整備し、コンパクトで賑わいのあるまちづくりを官
民が協力して進めます。
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港湾局

R3 1,000万円 R3 3,370万円

R2 800万円 R2 1,870万円

○主な経費 ○主な経費

あるかぽーと地区交流拠点形成検 1,000万円 国直轄事業費負担金（岸壁(-10m)耐震化） 2,500万円

討業務（サウンディング調査） SOLASフェンス整備 870万円

○財源内訳

国の負担額

県の負担額

○財源内訳 市の負担額

市の負担額 （うち借入金

44 R3 1,600万円 R3 2,068万円

新規 R2 － R2 1,835万円

○主な経費 〇主な経費

六連丸係留施設設計業務 1,600万円 国内集貨セミナー・物流展出展 665万円

国外集貨セミナー 300万円

○財源内訳 下関港利用トライアル補助金等 550万円

市の負担額　1,600万円 その他 553万円

（うち借入金　1,600万円）

〇財源内訳

港湾施設使用料

老朽化が進む竹崎桟橋

港湾局経営課　TEL　231-1390

　竹崎～六連島航路の竹崎桟橋（浮桟橋）・渡橋の老
朽化が著しいため、航路を安定的に維持していくた
め、係留施設（浮桟橋・渡橋）を整備します。

　東アジアとのゲートウェイである下関港の一層の港
勢拡大に向け、貨物航路の誘致、集貨活動を推進する
ため、インセンティブ制度等を活用したポートセール
スやポートセミナー、物流展への出展を行います。

渡船会計　渡船費　渡船費　渡船管理費 港湾会計　港湾費　管理費　総務費

155万円

2,925万円

港湾局振興課　TEL　231-1277

2,770万円）

2,068万円

下関港ウォーターフロ
ント開発推進事業

本港地区港湾施設再編
事業

六連丸係留施設整備事業
航路誘致集貨対策業務
（集貨・コンテナ）

42 43

45

　あるかぽーとエリア・岬之町エリアを中心とした関
門海峡沿いのウォーターフロントエリアの開発整備に
向け、Ａ地区の事業用定期借地権終了に伴い、新ホテ
ルや既存観光施設との連携策やポストコロナに向けた
土地利用計画検討に資するサウンディング調査を行い
ます。

　下関港本港地区の港湾施設の再編・機能強化による
利活用の促進に向けた整備や、港湾施設の老朽化対策
及び耐震強化岸壁を整備します。

1,000万円

港湾会計　港湾費　管理費　総務費 港湾会計　港湾費　建設費　改修事業費

港湾局経営課　TEL　231-1390 港湾局経営課　TEL　231-1390

290万円
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総合支所

R3 2,885万円 R3 5,161万円

R2 2,964万円 R2 5,687万円

360万円 1,080万円

364万円 観光宣伝促進事業 1,579万円

766万円 道路維持補修委託 778万円

240万円 道路維持修繕工事 770万円

989万円 庁舎維持管理費 704万円

166万円 その他 250万円

○財源内訳 ○財源内訳

基金利子 国の負担額

諸収入 諸収入

市の負担額 市の負担額

（うち借入金　2,180万円）

R3 4,860万円 R3 4,828万円

R2 5,214万円 R2 4,960万円

○主な経費 〇主な経費

地域イベント助成補助金 798万円 地域イベント助成金補助金等 493万円

観光宣伝促進事業 585万円 観光宣伝促進業務 254万円

道路維持補修委託等 1,220万円 道路維持補修委託等 1,882万円

道路維持修繕工事 179万円 道路維持修繕工事 285万円

庁舎維持管理費 1,680万円 庁舎維持管理費等 1,769万円

その他 398万円 その他 145万円

〇財源内訳

○財源内訳 諸収入

諸収入等 市の負担額

市の負担額 （うち借入金　2,480万円）

リフレッシュパーク豊浦 角島灯台ライトアップ

菊川自然活用村（歌野） ｢道の駅　蛍街道西ノ市｣

○主な経費 ○主な経費

地域イベント助成補助金等 地域イベント助成補助金等

観光宣伝促進事業

道路維持補修委託等

道路維持修繕工事

庁舎維持管理費

その他

2,788万円

4,858万円

豊浦総合支所  TEL　772-0611 豊北総合支所　TEL　782-0061　

　道の駅「北浦街道　豊北」や豊北町観光協会と連携
し、豊北の豊かな観光資源を発信するとともに、下関
北高校など地域団体等との連携を強化し、角島灯台の
重要文化財指定一周年記念イベント開催を通じて、地
域の賑わいづくりにつなげます。また、地域内市道の
維持管理や庁舎管理を行います。

8万円 10万円

2万円

16万円

4,812万円

　豊浦地域の豊かな自然・景観・歴史的資源や食文化
などを効果的に活用し、各種イベントの開催等を通じ
てにぎわいの創出や交流人口の拡大を図り、地域の活
性化を推進します。また、地域内市道の維持管理や庁
舎管理を行います。

総務費　総務管理費　総合支所費 総務費　総務管理費　総合支所費

3,861万円

総合支所費
（豊浦総合支所）

総合支所費
（豊北総合支所）

46 47

48 49

総務費　総務管理費　総合支所費 総務費　総務管理費　総合支所費

総合支所費
（菊川総合支所）

総合支所費
（豊田総合支所）

89万円 1,290万円

菊川総合支所　TEL 287-1111 豊田総合支所　TEL　766-1050

　各種団体や市民参加による活力ある地域づくりを進
めるとともに、菊川自然活用村の環境整備や観光等資
源の情報発信による交流人口の拡大を図り、魅力ある
まちづくりに努めます。また、地域内市道の維持管理
や庁舎管理を行います。

　道の駅「蛍街道西ノ市」を観光交流拠点として、豊
田地区の観光の魅力を年間を通し多方面へ発信しま
す。また、令和元年度より地方創生推進交付金を活用
した「まちの魅力創出・強化プロジェクト事業」を展
開し、新たな事業の取り組みや地域イベントの拡充を
行います。また、地域内市道の維持管理や庁舎管理を
行います。
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消防局

R3 1億6,220万円 51 R3 500万円

R2 4億3,620万円 新規 R2 －

○主な経費 ○主な経費

消防車両（消防車・高規格救急自動車）購入 7,700万円 委託料 500万円

消防団充実強化(消防機庫改築、消防車両等購入) 8,520万円

○財源内訳

国の負担額

○財源内訳

市の負担額

教育委員会

52 R3 3,891万円 R3 3,000万円

新規 R2 － R2 1,000万円

2,500万円 1,000万円

673万円 2,000万円

718万円

〇財源内訳

1,010万円

市の負担額

（うち借入金　 900万円）

1億6,220万円

教育政策課ほか　TEL　231-1560 学校支援課　TEL 227-4617

教育費　教育総務費　事務局費ほか 教育費　中学校費　学校建設費

（うち借入金　1,800万円）

校舎改修工事

備品購入費

その他（委託料・消耗品等）

　小・中学校施設の老朽化した校舎等の施設の長寿命
化を実施し、小・中学校の機能や性能を引き上げるた
めの環境整備を行うことにより、安全・安心を確保し
ます。

（うち借入金　1億5,930万円）

2,881万円

〇主な経費

　下関市立名池小学校・王江小学校・名陵中学校の３
校を統合し、名陵学園（隣接型小中一貫教育校）を令
和４年４月に開校するため、新たな学園章、学園歌の
作成や児童増に伴う校舎の改修等を行います。

国の負担額　 

〇主な経費

長寿命化調査（老朽化調査）

実施設計

〇財源内訳

市の負担額 3,000万円

消防施設整備業務 消防団員加入促進ＰＲ事業

名陵中学校区新しい
学校づくり

小・中学校メンテナンス
推進事業（長寿命化）

50

53

500万円

消防費　消防費　消防施設費 消防費　消防費　非常備消防費

消防局警防課　TEL　233-9112 消防局警防課　TEL　233-9112

　老朽した消防自動車及び高規格救急自動車を更新す
るとともに、消防団の充実強化を図るため、消防機庫
の改築並びに消防団車両等の整備を行います。

　近年減少傾向にある消防団員数の増加を図るため、
総務省消防庁が実施する消防団加入促進支援事業を活
用し、消防団への加入促進の広報活動を実施します。

高規格救急自動車 消防団員加入促進ＰＲ事業

（Ｈ２８年度実施 テレビＣＭ放送）

長
寿
命
化
の
イ
メ
ー
ジ

25 50 75 100 年

予防改修
(予防保全的な改修)

予防改修
(予防保全的な改修)

長寿命化
(改築の6割程度の費用)

改築建物の水準

竣工

100年間

改築

(建物を健全な状態に保ち､躯体の目標使用年限まで使う)

経年による

機能･性能の劣化

機能性向上
・コンクリ中性化対策

・鉄筋防錆対策

・学習形態対応　等

原状回復等
 ・内外装改修

 ・トイレ改修

 ・空調設置　等

原状回復等
 ・内外装改修

 ・トイレ改修

 ・空調設置　等
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教育委員会

R3 8,830万円 R3 －

R2 － R2 －

〇主な経費

機械設備、電気設備補修委託 2,600万円 100億円

屋根、屋上、外壁改修工事 6,230万円

・事業期間：15年間（180ヶ月）

・事業手法：民設民営方式

〇財源内訳

市の負担額

56 R3 1億4,100万円 57 R3 4,000万円

新規 R2 － 新規 R2 －

〇主な経費

工事請負費 1億3,725万円 4,000万円

事務費 375万円

〇財源内訳 〇財源内訳

国の負担額 国の負担額

市の負担額 市の負担額

（うち借入金　1億3,100万円）

教育費　社会教育費　生涯学習施設費

学校施設長寿命化事業
（予防保全）

豊田生涯学習センター耐
震補強・外壁改修事業

生涯学習課　TEL　231-2054

学校給食施設再編整備54 55

（校舎外壁）

　老朽化が進む南部学校給食共同調理場を建替えるととも
に、自校式の学校を受配校として再編（集約化）すること
で、給食施設の改善を図ります。
　また、従来の整備・運営方法から民設民営方式を採用する
ことで、民間が持つノウハウを最大限生かし、食物アレル
ギーへの対応のほか、衛生的で安全な学校給食の提供を目指
します。

教育費　小学校費／中学校費　学校建設費 教育費　保健体育費　保健体育総務費

学校支援課　TEL 227-4617 学校保健給食課　TEL　249-6361

（うち借入金　 7,940万円）

　小中学校の約９割が建築後30年を経過し、老朽化が
進む中、学校施設をより長期間使用することを目的と
して、設備補修や工事等の予防保全を計画的に実施
し、児童生徒の安全・安心を確保します。

8,830万円

〇主な経費

債務負担行為額

（令和6年度～令和20年度）

長府東公民館講堂空調
設備改修工事

774万円

　利用率の高い長府東公民館における、新型コロナウ
イルス感染拡大防止の対策として、収容人数が多い講
堂において、耐用年数を超えて大幅に能力が低下して
いる換気設備と空調設備を一体的に更新し、換気能力
の向上を図ります。

〇主な経費

換気設備・空調設備改修工事一式

教育費　社会教育費　公民館費

生涯学習課　TEL　231-2054

　災害時の指定避難場所とされている豊田生涯学習セ
ンターを耐震補強するとともに、亀裂や剥離が認めら
れる外壁の改修を実施します。

3,226万円

1,000万円

1億3,100万円
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上下水道局

R3 3,849万円 R3 10億4,838万円

R2 1億4,726万円 R2 9億3,105万円

〇主な経費 ○主な経費

長府浄水場更新事業に係る 3,727万円 管路の耐震化 9億9,694万円

公民連携支援業務 施設の耐震化 4,182万円

その他 122万円 その他 962万円

〇財源内訳 ○財源内訳

市の負担額　　3,849万円 国の負担額　　　 2,573万円

市の負担額　 10億2,265万円

(うち借入金　10億1,400万円)

R3 19億9,559万円 R3 2億2,610万円

R2 28億5,126万円 R2 1億6,251万円

○主な経費 ○主な経費

15億3,605万円 管渠の整備(筋ヶ浜処理区等) 1億4,949万円

処理場の整備（山陰終末処理場） 4億5,954万円 処理場の整備(彦島終末処理場等) 2,658万円

ポンプ場の整備(福浦中継ポンプ場等) 4,503万円

雨水渠の整備(小月排水ポンプ場等) 500万円

○財源内訳 ○財源内訳

国の負担額　 7億2,154万円 国の負担額　 　 5,822万円

市の負担額　12億7,405万円 市の負担額　 1億6,788万円

（うち借入金　11億2,870万円） （うち借入金　1億1,390万円）

　長府浄水場は、本市の約80％の水道水をつくる市内最大の
浄水場です。築後70年以上が経過し、老朽化が著しく、更新
の時期を迎えています。現在の施設を稼働させながら現地の
更新を行うため、難易度が高く、将来にわたって多額の費用
を要する事業となるため、民間事業者のノウハウを最大限活
用できる方式により進め、費用の低減を図るとともに、水道
事業の基本である３Ａ（安全・安定・安心）を堅持します。

　平成30年度に策定した「重要給水施設管路耐震化計
画」及び平成27年度に策定した「水道施設等耐震化事
業計画」に基づき、事故や災害に強く安全で安心でき
るライフラインとしての水道施設を確保するため、重
要給水施設に供給している配水管及び主要配水池

(5,000m3以上)を対象として耐震化を推進します。

日本ダクタイル鉄管協会提供

水道事業会計　水道事業費用　営業費用　浄水費
水道事業会計　資本的支出　建設改良費　長府浄水場更新事業費 水道事業会計　資本的支出　建設改良費　耐震化事業費

上下水道局　浄水課　TEL　245-2174 上下水道局　上水工務課　TEL　231-3119

長府浄水場更新事業 水道施設の耐震化事業58 59

下水道管の整備（吉見地区、王喜地区等）

公共下水道事業会計　資本的支出　建設改良費　管渠布設費・処理場築造費 公共下水道事業会計　資本的支出　建設改良費　管渠布設費・処理場築造費・ﾎﾟﾝﾌﾟ場築造費・雨水渠布設費

上下水道局 下水道整備課 TEL 231-1725/北部事務所 TEL 772-4028 上下水道局 下水道施設課 TEL 250-1040/北部事務所 TEL 772-4028

　公共下水道の整備を推進することで、トイレの水洗
化などによる衛生的で快適な生活環境の向上を図り、
あわせて海や河川、湖沼などの公共用水域の水質を保
全します。

　下水道施設の老朽化による事故を未然に防ぐため、
計画的に改築を行うとともに施設の耐震化を図り、下
水道機能の継続的な維持に努める。

下水道施設の未普及対
策事業

下水道施設の改築・耐
震化事業60 61
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令和３年度一般会計予算額 1,136.3億円

歳　　入 単位:億円

市税 325.3

地方譲与税・交付金 74.8

地方交付税 234.3

国・県支出金 262.5

繰入金 16.7

市債 109.2

財産収入・寄附金・諸収入 65.6

分担金・負担金・使用料・手数料 41.9

繰越金 6.0

合　　計 1,136.3

款 単位:億円

議会費 5.8

総務費 96.9

民生費 466.1

衛生費 98.5

労働費 1.8

農林水産業費 36.2

商工費 50.2

土木費 126.8

消防費 32.6

教育費 80.8

災害復旧費 0.5

公債費 139.1

予備費 1.0

合　　計 1,136.3

総務費 ・・・ 職員の給与など、一般事務費や税徴収費、選挙費などの経費

民生費 ・・・ 福祉（高齢者・障害者・児童・生活保護）などの経費

衛生費 ・・・ 市民が健康で衛生的な生活環境を保持するための経費

労働費 ・・・ 雇用促進や働く人のための施設管理などに使われる経費

農林水産業費 ・・・ 農林水産業の振興を支援するための経費

商工費 ・・・ 商工業の振興や観光振興を支援するための経費

土木費 ・・・ 道路、橋、河川、公園などの建設や維持のための経費

消防費 ・・・ 消防活動や災害防除、火災が発生した場合の被害を軽減するための経費

教育費 ・・・ 小・中学校教育や生涯学習などの教育関係のための経費

公債費 ・・・ 市の借入金を返済するための経費

325.3

74.8

234.3

262.5

16.7 109.2

65.6
41.9 6.0

市税

地方譲与税・交付金

地方交付税

国・県支出金

繰入金

市債

財産収入・寄附金・

諸収入

分担金・負担金・使

用料・手数料

繰越金

5.8

96.9

466.1

98.5

1.8

36.2

50.2

126.8

32.6
80.8

0.5 139.1

1.0

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

予備費

歳 入 と 歳 出

歳 入

歳 出

歳 出

歳 入
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≪下関市の貯金≫ ≪下関市の借入金≫

※令和元年度、令和２年度は決算額、令和３年度は見込額

※令和元年度、令和２年度は決算額、令和３年度は見込額 ※特別債は、減税補てん債・臨時財政対策債・減収補てん債・

　猶予特例債・特別減収対策債の計

    

≪他市との比較≫
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165,164165,948
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47,063

人口1人あたりの積立金残高（令和３年度末見込額）（単位：円）
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人口1人あたりの借入金残高（令和３年度末見込額）（単位：円）

61.8 
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基金残高の推移

財政調整基金 減債基金 特定目的基金
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市債残高の推移
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貯金(基金)と借入金(市債)
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（単位：億円）

（単位：億円）

※平成25、29年度は6月補正後の予算額

※令和3年度は当初予算及び6月補正予算の合計額（4及び5月補正予算は除く）

当 初 予 算 の 推 移

歳入予算(一般会計)

328.3 342.1 369.6 360.4 344.6 339.5 335.8 332.1 331.8 334.3 333.5 328.9 332.3 327.5 331.9 330.8 325.3

243.2 247.0
245.0 249.0 250.5 267.3 289.0 291.3 289.9 293.3 278.4 265.1 254.4 261.2 261.5 258.8 234.3

205.2 183.2
186.4 213.0 208.9

238.5
257.9 230.7 236.5 233.7 265.6

242.0 242.5 238.7 248.7 251.6 262.5

125.9 113.3 91.4
160.8

129.0
116.8

171.2
133.3

189.5 152.5 169.7

108.5 139.8 96.9 90.4 76.6 109.2

239.3 254.8 204.8

215.1
239.1 212.9

196.0
204.7

199.6
211.8

217.8

233.2 224.0
218.6 212.6 230.0 205.0

1141.9 1140.4
1097.2

1198.3 1172.1 1175.0
1249.9

1192.1
1247.3 1225.6 1265.0

1177.7 1193.0
1142.9 1145.1 1147.8 1136.3

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

市税 地方交付税 国県支出金 市債 その他の収入 合計

歳出予算(一般会計)

239.0 242.2 231.6 227.3 229.0 228.4 225.4 219.4 217.9 215.2 217.4 221.7 215.5 215.9 211.5 219.3 211.7

201.4 207.0 208.8 208.6 209.9 247.5 264.0 261.3 267.1 269.3 269.3 272.7 274.5 273.4 281.0 279.1 280.2

126.3 129.4 131.3 138.0 139.0
126.3

160.1 138.0 135.6 138.0 133.2 133.1 135.0 132.8 139.2 138.7 139.1

196.8 168.7
134.1

219.6
141.1 122.6

146.5
125.0

180.0 159.7 194.6
103.8 129.6 88.1 90.0 70.6 73.6

133.5 127.6
123.7

123.7

137.2 141.0

143.5
135.6

134.6 137.9
144.4

143.6
146.3

141.3 142.3 147.9 151.5

195.0 203.8
206.6

218.6

218.1 223.2

232.3

231.0
236.1 245.3

247.8

248.1
243.5

235.1 230.4 235.0 229.4

49.9 61.7
61.1

62.5
97.8 86.0

78.1

81.8
76.0 60.2

58.3

54.7 48.6
56.3 50.7 57.2 50.8

1141.9 1140.4
1097.2

1198.3 1172.1 1175.0
1249.9

1192.1
1247.3 1225.6 1265.0

1177.7 1193.0
1142.9 1145.1 1147.8 1136.3

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

人件費 扶助費 公債費 普通建設事業費 物件費 補助費等 その他の支出 合計

※上記の歳出予算は性質別経費で分類しています。

性質別とは、経済的性質を基準として分類したものです。

人 件 費 ・・・ 議員報酬や職員給与などの経費

扶 助 費 ・・・ 生活保護費や障害者自立支援給付、児童手当などの経費

公 債 費 ・・・ 借り入れた市債の元利償還金と借入に係る経費

普通建設事業費 ・・・ 公共施設の建設や用地取得などの経費

物 件 費 ・・・ 旅費や委託料など消費的な性質のある経費
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（単位：億円）

（単位：億円）

    ※令和元、２年度は決算額、令和３年度は見込額

○歳入予算・歳出予算別の傾向
＜歳入予算＞

・市税の減は、新型コロナウイルス感染症の影響による「法人市民税」の減などによるものです。

・地方交付税の減は、「臨時財政対策債」への振替えの影響などによるものです。

・国・県支出金の増は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増などによるもの

です。

・市債は、主に普通建設事業費に連動し、事業進捗に影響を受けています。市債の増は、条件が

有利な地方債（「緊急自然災害防止対策事業債」や「公共施設等適正管理推進事業債」）を

活用し、本市の一般財源負担を極小化したことなどによるものです。

＜歳出予算＞

・人件費の減は、職員の定員管理計画に基づく職員数の削減に加え、令和３年度については、

退職手当の減などによるものです。

・普通建設事業費は、「公共施設の老朽化対策・機能向上」に係る事業として、建設事業費を

計上したことなどによるものです。

・その他の減は、他会計（「国保会計」や「港湾会計」など）への繰出金の減などによるものです。

○今後の課題
＜歳入予算＞

・人口減少と少子高齢化による生産年齢人口の減少などにより、市税などが減少傾向にあるため、

安定した自主財源の確保が重要になります。市債の発行については、引き続き、返済額以上に

借り入れを行わない、プライマリーバランスに配慮した財政運営を行っていく必要があります。

＜歳出予算＞

・高齢化の進展に伴い、社会保障関連経費（扶助費）等の増加が見込まれるため、財政規模を

適正化することにより、持続可能な財政基盤の確立を行っていく必要があります。

294,887

256,400

H18.3.31 R3.3.31

人口

2,566 

2,116 

H17.4.1 R3.4.1

職員数(一般会計)

73,588

91,677

24.9%

35.8%

H17.4.1 R3.4.1

65歳以上人口及び割合

○プライマリーバランス

下関市では、一般会計における通常債の元金

償還額から市債発行額を引いたものを「プライ

マリーバランス」として財政運営上の参考にし

ています。

この数値がプラスであると新しい借り入れよ

りも元金を返す方が多くなるので、借金の残高

が少なくなります。

令和３年度予算では約７０億円のプラスと

なっており、今後も健全で持続可能な財政運営

のため、元金償還額とのバランスを図りながら

市債を発行するよう努めていきます。

高齢化率

27.1
43.5

69.8

R1 R2 R3

プライマリーバランス
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ボートレース事業収入充当事業

事業費： 1,177,598 千円

うちボートレース事業収入：

668,000 千円

うち充当額

新ショート・トワイライトステイ事業 子育て政策課 当初 27,500 8,420 8,000

放課後児童クラブ施設整備 子育て政策課 当初 83,900 10,398 10,000

子ども・子育て施設整備事業 幼児保育課 ６月 45,000 3,711 3,000

私立保育所等施設整備費補助 幼児保育課 ６月 211,774 70,592 70,000

乳幼児医療費助成 こども家庭支援課 当初 399,564 250,000 250,000

乳幼児医療費助成（所得制限撤廃） こども家庭支援課 当初 62,000 62,000 62,000

こども医療費助成 こども家庭支援課 当初 129,538 129,038 129,000

建設部 通学路等速度抑制対策事業 道路河川建設課 当初 5,000 5,000 5,000

特別支援教育支援員配置事業 学校教育課 当初 28,428 28,428 28,000

教育支援教室拡充 学校教育課 ６月 9,000 9,000 9,000

小・中学校メンテナンス推進（長寿命化） 学校支援課 当初 30,000 12,000 12,000

名陵中学校区新しい学校づくり（備品購入費等） 学校支援課 当初 5,656 5,656 5,000

菊川中学校体育館建替事業 学校支援課 当初 31,200 13,260 13,000

学校トイレ快適化事業 学校支援課 ６月 30,000 2,517 2,000

普通教室空調設備整備事業 学校支援課 ６月 12,000 4,570 4,000

給食調理場設備更新 学校保健給食課 当初 23,120 23,120 23,000

学校医等報酬単価の見直し 学校保健給食課 ６月 2,918 2,918 2,000

しものせき夢冒険チャレンジキャンプ開催業務 生涯学習課 当初 1,000 1,000 1,000

長府東公民館講堂空調設備改修工事 生涯学習課 ６月 40,000 32,258 32,000

事業費： 391,450 千円

うちボートレース事業収入：

332,000 千円

うち充当額

総合政策部 みんなで応援！2020プロジェクト 企画課 当初 17,300 5,000 5,000

環境部 阿川駅周辺環境整備事業 環境施設課 ６月 19,500 8,000 8,000

エキマチ広場周辺にぎわい創出イベント企画運営業務 産業振興課 当初 5,800 5,800 5,500

下関駅周辺横断歩道設置に伴う調査業務 産業振興課 ６月 12,000 12,000 12,000

くじらの街下関推進事業 水産振興課 当初 17,700 17,700 17,500

王喜西排水機場保全計画策定業務 農林水産整備課 ６月 20,000 20,000 20,000

全国将棋サミット 観光政策課 ６月 1,000 1,000 1,000

道の駅北浦街道豊北機能向上改修事業 観光施設課 ６月 73,000 73,000 73,000

海響館改修事業（改修基本設計） 観光施設課 ６月 37,000 37,000 36,000

豊田テニスコート人工芝張替改修工事 スポーツ振興課 当初 4,000 4,000 4,000

豊北総合運動公園テニスコート照明灯改修工事 スポーツ振興課 当初 30,000 10,000 10,000

プロ野球招致事業 スポーツ振興課 当初 5,000 5,000 5,000

エキマチ広場周辺にぎわい創出イベント企画運営業務（文化芸術版） 文化振興課 当初 2,000 2,000 2,000

建設部 危険ブロック塀等撤去事業費補助金 道路河川建設課 ６月 1,000 1,000 1,000

まちなか再生宅地開発補助金 都市計画課 当初 2,000 2,000 2,000

下関北九州道路に係る調査費負担金 都市計画課 ６月 22,000 22,000 20,000

安岡地区複合施設整備事業 市街地開発課 当初 44,800 38,050 38,000

新総合体育館整備事業 公園緑地課 当初 20,000 15,350 15,000

豊浦総合支所 豊浦地域［川棚温泉エリア］再生計画策定プロジェクト 地域政策課 ６月 6,500 6,500 6,500

豊北総合支所 つのしまハロかぼ夢フェスタ 地域政策課 ６月 850 850 500

教育委員会 歴史博物館資料収集保管業務（毛利家遺品購入） 文化財保護課 当初 50,000 50,000 50,000

うち
一般財源

産業振興部

所管部局 事業名
予算
区分

事業費 うち
一般財源

こども
未来部

教育委員会

所管部局 事業名
予算
区分

事業費

農林水産
振興部

観光スポーツ
文化部

都市整備部

② 地域・市民の元気の創造、

しものせきの活力の未来への継承

① 子どもが活きいきと暮らし・学び・育つための環境の整備、

子育て世代への支援
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わかりやすい下関市の予算書 

～令和３年度版～ 

 

令和３年７月 

〒750-8521 下関市南部町１－１ 

下関市財政部財政課 

 

URL http://www.city.shimonoseki.lg.jp/ 
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